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内容内容

・電力システムを取り巻く状況の変化

・再生可能エネルギー電源の大量導入のための

・電力システムを取り巻く状況の変化

再生可能エネルギ 電源の大量導入のための
電力システムのスマート化

・系統対策のコスト負担



卸電力取引市場の創設卸電力取引市場の創設 卸電気事業者等

これまでの電力自由化・制度改革

Ｂ 電力会社Ａ電力会社

性確保性確保

卸電力取引市場の創設卸電力取引市場の創設

任意取引市場（法律任意取引市場（法律
外事項）として創設。外事項）として創設。

卸電気事業者等

余剰電力等を市場に投入

余剰電力等を市場に投入

電力
ネットワーク間での電力をやネットワーク間での電力をや
り取りする際の手数料（振替り取りする際の手数料（振替
供給料金）の廃止供給料金）の廃止 電力会社のネッ電力会社のネッ

トワーク部門のトワーク部門の
情報遮断・内部情報遮断・内部

ネットワークの公平性確保ネットワークの公平性確保
電力

Ａ電力会社管内

ネットワーク

Ｂ電力会社管内

ネットワーク

情報遮断・内部情報遮断・内部
相互補助禁止相互補助禁止
等を法的に担等を法的に担
保保

中中立立機機関関のの創創設設自由料金（競争） 規制料金

これまでは、電力
ネットワークの使
用だけしか認めら

新規参入者（ＰＰＳ）

・ネットワーク運用の監視

・ネットワークルールの整備・運用等

（電力会社、ＰＰＳ、学識経験者等で構成）

分散型電源からの需要家分散型電源からの需要家
への自営線敷設を認める。への自営線敷設を認める。

用だけしか認めら
れていなかった。

（電力会社、ＰＰＳ、学識経験者等で構成）

規制部門自由化部門

家庭 小規模工場 コンビニ大・中工場
デパート、
オフィスビル

中小ビル



低炭素電力供給システムの構築
（次世代送配電システム）

低炭素電力供給システム研究会資料より



３・１１ 東北大震災による電力設備の被害

Tsunami  in Sendai Thermal Power Plant

Ｔｓｕｎａｍｉ ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ

Damage of 
hollow Insulatorhollow Insulator  

Oil Leakage



停電の復旧の様子（東京電力）

 配電設備に被害にあった茨城県の 部地域を除いて 電力供給は 3月15日0 55 配電設備に被害にあった茨城県の一部地域を除いて、電力供給は、3月15日0：55
までに復旧。

 3月18日22：10に、東電管内の電力供給はすべて復旧。
 しかしながら、3月14日から10日間にわたり、輪番停電を実施。な ら、 月 ら 間 わ り、輪番停電を実施。

3月11日15：00時点の停電電力:8.9GW 
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3月11日20:04から電力供給復旧開始停
電
電
力
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3月12日15：00時点で茨城県、千葉県、栃木県
の一部で、約1.8GW まだ供給停止
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3月15日0：55時点で茨城県の一部を除いて復旧

1

2
3月18日22：10時点で完全復旧
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2012年5月5日 すべての原子力発電所の運転停止へ
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2010年と比較して電力量10%節電

2030年のエネルギーミックスの選択肢

kWh ベース 全電力量1000TWh/year(1兆kWh) 
2010年と比較して電力量10%節電

A B C D

約6000万kW

約5300万kW

18% 9%9% 4%

15% 15% 15%

25%

8% 5%

22%22%

5%

17%

5%

ジ ネ 約3000万kW

7
+5% ▲15% ▲15%

15% 15% 15% 15%

▲33%電力起源CO2 排出量 (1990年比較）

コージェネ 約3000万kW

第20回基本問題委員会資料



エネルギー需給の考え方の変化
震災前： 「大規模集中」のエネルギー供給震災前： 大規模集中」の ネルギ 供給
震災後： 「分散・集約」＋「需給調整」によるエネルギー需給に注目が集まる

出所：「エネルギー・環境会議（第1回） 資料」（H23.6.22 国家戦略室 ）



我が国の太陽光発電の導入シナリオ

住宅用：約1000万戸

年

平成21年4月

5300万ｋＷ
２００５年の
約４０倍

住宅用：約530万戸

２００５年の
約2０倍2800万ｋＷ 住宅約６割約2０倍2800万ｋＷ

住宅約 割

住宅約６割

490万kW

非住宅約４割

140万ｋＷ

住宅約7割490万kW

２０３０２００５

住宅約8割

非住宅約2割

非住宅約3割

2011 ２０２０ ２０３０２００５

このPV導入の目標は、3.11前後で変化なし。

2011



太陽光等の分散型の自然エネルギー大量導入時の課題

需要
火力 低出力

余剰電力
の発生１．余剰電力の発生

太陽光発電

火力発電揚水動力

火力 低出力

揚水
発電

【課題】太陽光発電が増加すると、休日など需要の少ない時期に、
ベース供給力（原子力+水力+火力 低出力）と太陽光の合
計発電量が需要を上回り、余剰電力が発生（右上図）。

原子力発電

水力発電（流込式）

風力発電【対策】蓄電池の設置、年末年始やＧＷなど低負荷期における出力
抑制等

２．出力の急激な変動

２４時０時 １２時 １８時６時

【課題】太陽光発電の出力は、天候などの影響で大きく変動（右
下図）。短期的な需給バランスが崩れると周波数が適正
値を超えて、電気の安定供給（質の確保）に問題が生ず
るおそれ。 70%

80%

晴れ

太陽光発電の出力変動

３ 電圧上昇の制御

るおそれ。

【対策】出力調整機能の増強、等

40%

50%

60%

70% 晴れ

晴れ→曇り

雨

３．電圧上昇の制御

【課題】局地的に太陽光パネルの設置数が増加しても、配電網の電
圧が適正値（101±6V）を超えないよう太陽光発電の出力が
抑制されてしまうため、配電網の強化が必要。 0%

10%

20%

30%

0時 6時 12時 18時 ２４時

【対策】柱上トランスの増設、等

再生可能エネルギーの全量買取制度PT資料より

0時 6時 12時 18時 ２４時



ＰＶの供給力評価

従来の 大需要発生時間帯の１５時において、 も見込めるところで設備容量の３０％程度が、
自家消費分を差し引いた後では 大１０％程度の供給力（ｋＷ）が期待される。

地域間連系線等の強化に関するマスタープラン 中間報告書



風力の供給力評価

高需要発生時に安定的な風力出力を見込むことはできず 現高需要発生時に安定的な風力出力を見込むことはできず、現
時点では、供給力（ｋＷ）として期待することは不可能

地域間連系線等の強化に関するマスタープラン 中間報告書



連系線による自然変動電源の広域的運用の
近の取り組み近の取り組み

○再生可能エネルギーの導入拡大の観点から、特に東日本地域において、隣接する一般電気事業
者の調整力（余剰電力発生時等の下げしろ等）を活用することにより、風力発電の導入量を拡大す
る方向で運用を見直す。

○中期的には、再生可能エネルギーの導入拡大や自家発等を活用した広域的な電力供給を更に促
すため、５０ヘルツ地域、６０ヘルツ地域全体でインバランス算定を行うとともに、３０分一定量の計
画値によらずとも連系線の利用を可能とすることを含めて検討する画値によらずとも連系線の利用を可能とすることを含めて検討する。

再エネ

周波数
５０Hz区域

A電力会社中期的課題として以下を検討 A電力会社

○隣接する一般電気事業

中期的課題として以下を検討。
○地域全体でインバランス算

定
○３０分一定量の計画値によ

らない連系線利用

B電力会社

者の調整力を活用
らない連系線利用

周波数６０Hz区域

連系線潮流
連系線潮流



連系容量（運用容量）

※ ESCJのHPより



北海道と東北の風力発電とメガソーラーに対する流通設備
の増強・拡張計画

2012年のFITに向けた
風力 応募量 約

+50MW

送変電設備の増強により

新設可能な風力発電量

+640MW
の増強 拡張計画

風力の応募量：約1.9GW 
PVの応募量：約0.9GW   +110MW

+90MW

+330MW +300MW

+60MW

2.1GW
北本直流連系線増強

New substation, 
switching station
Existing substation, 
switching station

New or expanded 

+90MW

+650MW+110MW

+90MW
80%

北海道

東北

北本直流連系線増強
60万kW ×3ルート

2012年のFITに向け
た風力の応募量

transmission  line 

Area where many
candidates of wind
power plants exists

+550MW

+110MW

Tohoku
日本海方面
500kVルート

4.7GW

た風力の応募量
約3.2GW

+350MW
+550MW

+160MW

その他の地

+1420 MW
既設送電線に
より新設可能
な風力発電量

Enhancement of 
154kV,66kV Transmission  line

Substation for wind power
plants interconnection

154kVT i i li f
500kV 東北・東京間

東京

Tohoku 域の送変電
設備の増強
により新設可
能な風力発
電量

80% 2.6GW

4.7GW

9
地域内送電線の増強

154kV Transmission  line for
wind power plants  interconnection

連系線の新設

東北 東京間
第2連系線

東京
電量

地域間連系線等の強化に関するマスタープラン 中間報告書



広域系統運用組織の設置

50Hz60Hz

中央

60Hz-
地域

50Hz-
地域地域 地域

各社
中給

各社
中給…….中給 中給

電力システム改革専門委員会報告書「電力システム改革の基本方針」



2006年欧州大停電の概要

2007年電力系統の構成及び運用に関する研究会



2006年欧州大停電前の系統状況

2007年電力系統の構成及び運用に関する研究会



スペインREE社の再生可能エネルギー中給
再生可能エネルギ 中央給電指令所（風力中給） 1万K 以上の風力発電所・再生可能エネルギー中央給電指令所（風力中給）；1万Kw以上の風力発電所、
メガソーラー発電所の出力を制御するコントロールセンター

・系統内に事故が発生した時の瞬時電圧低下の影響を評価し、

系統の中央給電指令所（中給）

風力発電等の停止量が一定値以下になるように、REの出力を自動抑制

系統の中央給電指令所（中給）

制御通信回線

中央給電
指令所

風力中給

指令所
（中給）計測

データ

大可能
出力値

従来型発電所
制御所 再生可能 ネ ギ 制御所

風力中給

Control Center for Renewable Energies

制御所 再生可能エネルギー制御所

Control Center for Renewable Energies



Smart Ｇrid スマートグリッド

Electricity Market

従来からの集中型電源と送電系統との一体運用に加え，
情報通信技術の活用により、
太陽光発電等の分散型電源や需要家の情報を統合・活用して、
高効率、高品質、高信頼度の電力供給システムの実現を目指すもの

Nuclear Plant Thermal Plant
Power Flow

高効率、高品質、高信頼度の電力供給システムの実現を目指すもの

Hydro Plant

Residential Area

New  Demand & Supply 
C t l A bTransmission network

Buildings

Control Area by  
Dispatching  Control 
Center

Transmission network

Wind Power Plant

PV P Pl t

House

PV Power Plant
Residential Area

グリッド マイクログリッド スマ トグリッドグリッド マイクログリッド スマートグリッド

スマートマイクログリッドコスト高！



わが国の状況

・供給信頼度は世界 高水準

情報通信ネットワークを活用した送電網の事故時の監視・制御システム技術、
配電網の事故時の停電範囲極小化のための自動化技術を導入済み
新しい監視・制御システムの構築には長期間（10年程度）必要

・送配電網への再生可能エネルギー電源の大量連系

新 視 制御 構築 長期間（ 年程度）必要

今後大量導入される太陽光発電（需要家側）、風力発電、蓄電池と火力発電、
水力発電、揚水発電と協調した需給バランス制御、周波数制御、電圧制御が課題

需要家との双方向通信

その結果として…..

・需要家との双方向通信

太陽光発電、蓄電池、ヒートポンプ給湯器、プラグインハイブリッドカー、
電気自動車等が連系された多数の需要家との双方向通信によるこれら機器の電気自動車等が連系された多数の需要家との双方向通信によるこれら機器の
電気エネルギーネットワーク全体への貢献・活用方法が課題



世界各国のスマートグリッドの特徴を世界各国のスマ トグリッドの特徴を
一言で言うと…

米国 欧州 韓国 中国 日本

ピークカット 風力発電などの
再生可能エネル

電力ビジネス拡
大

高信頼度な大
容量送電網の

太陽光発電など
の再生可能エネ再生可能エネル

ギー大量導入
大 容量送電網の

構築
の再生可能エネ
ルギー大量導
入
＋ピークカット＋ピークカット



スマートメーターの利用

電力自由化のためのメーター 30分同時同量電力自由化のためのメ タ 30分同時同量
見える化、需要制御のためのインテリジェントメーター

新規ビジネスは？

需要制御

●間接制御 時間帯別料金によるデ ンドレスポンス●間接制御 時間帯別料金によるデマンドレスポンス
●直接制御 電流制限値変更



蓄電池を用いた需給バランス制御、周波数制御

 総需要と発電出力を瞬時瞬時に一致させる制御が必要
 余剰電力を吸収したり、放出することのできる揚水発電、蓄電池を利用する

太陽光な 場合 需給運用太陽光な 場合 需給運用 太陽光大量導入後（晴 ）太陽光大量導入後（晴 ）太陽光なしの場合の需給運用太陽光なしの場合の需給運用 太陽光大量導入後（晴天日）太陽光大量導入後（晴天日）

揚水動力 揚水発電揚水動力揚水発電
蓄電池を充放電

充電

揚水動力 揚水発電揚水動力揚水発電

太陽光

火力*
( 低出力)

総需要

火力*
( 低出力)

太陽光

充電
放電 総需要

( )
+

水力
+

原子力他

ベース供給力
( )

+
水力

+
原子力他

ベース供給力

*) LＦＣ運転ができるなど運用上の 低出力

出典) 資源エネ庁・低炭素電力供給システム研究会資料



太陽光発電の出力制御

特異日、土日など
太陽光発電出力が余剰となる場合、太陽光発電出力が余剰となる場合、
出力抑制する

それほどCO2削減量は

変わらない

必要蓄電池容量
削減効 大

変わらない

削減効果大

資源エネ庁・低炭素電力供給システム研究会
系統安定化対策コスト負担検討小委員会資料より



需要家機器の統合制御

太陽光発電量にあわせて家庭内
負荷を制御

電気自動車による

の負荷を制御

電気自動車による
Vehicle-to-Grid(V2G)

 長時間のプラグインが期待できる家庭用
コンセント

 クルマとしての利用を 優先に (発進までに
充電完了)

制御太陽光発電

スマート
メーター充電完了)

 バッテリの仕様, 特性, マネジメントは様々
 100万台大規模の情報通信

メ タ

系統の状況に合わせて太陽光発
電量、ヒートポンプ負荷量、電気自
動車の充電制御

ヒートポンプ
給湯機 100%

90%

100%

90%

100%

90%

電気自動車
プラグインハイブリッド車

オール電化ハウス

80%

90%

80%

90%

80%

90%

プラグインハイブリッド車
Power consumption

Type (a) Type (b)

Power consumption

Type (c)

Power consumption



2020年に向けての系統対策費用負担検討状況
（3 11前の状況での検討）（3.11前の状況での検討）

系統側蓄電池
需要家側蓄電池需要家側蓄電池

第3回全量買取制度PT 配付資料より



需要家の負担試算結果



2030年エネルギーミックスに対する対策費用

選択肢 A
原子力 0%
再生可能 35%

選択肢 B
原子力 20%

再生可能 30%

選択肢C
原子力 25%
再生可能 25%

選択肢 D
原子力 35%
再生可能 25%

<2030年までの累積対策費用>

再生可能 35% 
火力 50%
コージェネ 15% 

再生可能 30% 
火力 35%
コージェネ 15% 

再生可能 25% 
火力 35%
コージェネ 15% 

再生可能 25% 
火力 25%

コージェネ 15% 

総費用（兆円） 21 1 12 0 6 8 7 8総費用（兆円） 21.1 12.0 6.8 7.8
需要・出力変動
対策 0.3 0.01 0 0

対策費用 余剰電力対策
（蓄電池不使用）

4.0 2.0 2.0 3.0

送変電設備増強
対策

16.3 9.5 4.3 4.3
対策

16.3 9.5 4.3 4.3

配電電圧上昇
対策

0.5 0.5 0.5 0.5

<蓄電池のみによる余剰電力対策>
選択肢 A 選択肢B 選択肢 C 選択肢 D

蓄電池のみによる余剰
電力対策（兆円）

110.6 88.3 60.1 101.7

<蓄電池のみによる余剰電力対策>

電力対策（兆円）

NaS電池使用（1kW×7.2時間:28.8万円） 耐用年数10年 2030年までに1度リプレース

第20回基本問題委員会資料



再生可能エネルギーを東京エリアへ送電するための
送変電設備増強費用の推定

再生可能エネル 北海道 東北 合計

送変電設備増強費用の推定

再生可能エネル
ギー電源の計画量

北海道 東北 合計

2.7GW (風力1.9GW 
+ PV 0.9GW)

3.2GW (風力3.2GW) 5.9GW

地域内送電線の
増強

約2,000億円 約700億円 約2,700億円

連系線の増強 約5,000億円 約4,000億円 約9,000億円

総費用 約7,000億円 約4,700億円 約1兆1,700億円

kWh当たりの費用 : 約10円/kWh

( 設備利用率風力 : 20 %,  PV : 12%)

日本の全ての需要家での電気料金の上昇分: 約 0.1円/kWh

kWh当たりの費用 : 約10円/kWh

( 設備 用率風 , )

(資本回収係数: 8%) 

地域間連系線等の強化に関するマスタープラン 中間報告書



全体 適と部分 適
（再生可能電気エネルギーの地産地消論について）

火力

ＧＧ
ＧＧ ＧＧ

ＧＧ

送電ネットワーク

原子力
火力 水力

揚水

再生可能エネルギーの

太陽光発電電力の潮流

送電系統と配電系統

現在
送電ネットワ ク

配電用変電所

再 可能 ギ
地産地消モデル

送電系統と配電系統
との間の潮流

配
電
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

太陽光発電の増加 太陽光発電の増加

ＧＧ ＧＧ

ＧＧ
ＧＧ

火力
原子力

水力

揚水

ＧＧ ＧＧ
ＧＧ

火力
原子力

水力

揚水

ク

送電系統も利用した全体 適化
将来 将来

送電ネットワーク

配電用変電所

ＧＧ
ＧＧ

送電ネットワーク

地産地消モデル：部分 適化
送電系統も利用した全体 適化

配
電
ネ
ッ

配電用変電所

蓄

配
電
ネ

配電用変電所

ト
ワ
ー
ク

蓄
電
池

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク



日本型スマートグリッドを実現するための課題

欧州米国
双方向通信システム

技術
欧州米国

サイバーセキュリティー
ＥＶ充電

系統連系用蓄電池

太陽電池
標準化

日本型スマートＧの
あるべき姿

個人情報セキュリティスマートメーター

系統対策コスト

社会便益の 大化

経済
制度

あるべき姿

ビ

リアルタイム料金

系統対策コスト
負担方法 次世代Ｇシステムの経済評価

経済

韓国 中国

買取制度 連系線利用制度

アンシラリーサービス

韓国 中国


